
第3章 学校の組織と運営 
 

１ 公立学校の性格と学校経営 
 

学校教育法第１条は「この法律で、学校とは、

幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等

学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び

高等専門学校とする。」と規定し、これらの学

校は、その設置者によって国立・公立・私立に

類別される。このうち公立学校は、「地方公共

団体の設置する学校」（同法第２条第２項）で

ある。 

 

(1) 公立学校の性格 

本来、学校は国・公・私立の区別なく、

公の性格をもつべきであり、教育基本法

第６条に以下のように定められている。 

ア 法律に定める学校は、公の性質を有す

るものであって、国、地方公共団体及び

法律に定める法人のみが、これを設置す

ることができる。 

イ 前項の学校においては、教育の目標が

達成されるよう、教育を受ける者の心身

の発達に応じて、体系的な教育が組織的

に行われなければならない。この場合に

おいて、教育を受ける者が、学校生活を

営む上で必要な規律を重んずるととも

に、自ら進んで学習に取り組む意欲を高

めることを重視して行われなければな

らない。 

公立学校は、これを設置する地方公共

団体の執行機関である教育委員会が管

理している。 

教育委員会は地方公共団体を代表し、

以下の諸機能を公立学校に対し行使し

ている。 

〇人的管理 

教職員に対して行う管理であり、教

職員の任命、服務監督その他の身分取

扱いなどがある。 

〇物的管理 

学校の物的構成要素である施設・設

備、教材教具等に対する管理である。 

〇運営管理 

学校の活動面に対する管理であっ

て、児童生徒に関しては、通学区域の

決定、授業日や休業日の決定、徴収金

などであり、教育活動に関しては、学

校管理規則の制定、教育課程や教材教

具の使用の承認、教育課程・生徒指導

などについての指導・助言などがある。 

(2) 学校教育目標と学校経営 

ア 学校教育目標 

学校教育目標は、その学校の経営の最

高の理念である。したがって学校教育目

標は、憲法、教育基本法、学校教育法の

精神及び学習指導要領に基づき、その学

校の児童生徒の実態を把握し、地域の課

題を踏まえるとともに、新しい時代や社

会の要請する次代の担い手としての望

ましい人間の育成を目指して策定され

る。各学校においては、学校教育目標を

設定し、各教科・特別活動などすべての

教育活動を通して、目標の達成に努めな

ければならない。そして、その教育目標

は、各学年や学級、教科指導に具体的な

形で反映され、教育活動全体を通して、

日々の指導を重ねることによって達成

されるものである。 

イ 学校経営 

学校経営とは、学校教育目標に向かっ

て確実に児童生徒を育成するため、学級

を編制し、教職員の校務分掌を決め、学

校・地域に即した教育課程を編成し、目

標達成のための校舎、運動場等の施設設

備を整備活用するなど、学校全体を有機

的に組織し教育活動を運営することで

ある。 

学校経営を具体的に進めるには、学校

経営計画を立案し、学校教育目標に近づ

ける手順や方法の具体策が必要である。 

学校経営計画は学校全体に及ぶ統合

された計画であり、学校の独自性に基づ

き教育計画を中心にして立案される。立
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案に当たっては、次の点に留意したい。 

・ 学校教育目標 

・ 学校教育目標の具現化の観点 

・ 児童生徒及び地域の実態 

・ 経営の方策（人的・物的組織と予算、

施設設備等の条件の生かし方） 

・ 指導の内容と形態 

・ 研究・修養等の観点 

・ 経営の重点としての年次的達成目標 

・ 計画化された評価とその活用 

つまり「指導・学習過程」という達成

すべき目標の面と、「経営・管理過程」

という教育活動を支える面とが一体化

した計画である。 

 

(3) 教職員の経営参加 

一般の教職員が、学級経営のことや学

習指導等の面だけに関心をもって仕事を

していたのでは学校の組織全体としては

バラバラのものとなり、学校としての方

向性も失われていく。学級経営や学習指

導が、校務分掌に位置付けられ、教育目標

の達成に向け、教職員が一丸となって学

校経営に参加していくことが求められる。 

教職員の経営参加は、大きく分けて二

つの場面においてみられる。 

ア 会議等を通しての経営参加 

学校の経営方針もしくは計画の策定

をめぐって校長の意思決定過程での職

員会議や企画・運営委員会への参加がそ

れに当たる。 

学校教育目標の設定過程、教育課程の

編成過程、研究テーマの設定過程、学校

の評価・診断の過程といった教育課程の

管理・運営をめぐることには、教職員の

意見などを踏まえ、校長により意思決定

がされる。 

イ 学校の校務分掌を通しての経営参加 

自分に任された校務分掌の具体的内

容、そして、効果的に分掌を遂行するた

めの手順や手続きを熟知して臨みたい。

また、主任等に相談しながら、組織の一

員として主体的に自己の職責を遂行す

るようにしたい。 

学校経営の基本方針や教育指導面に

おける努力目標を明確にして、教職員の

相互理解のもとに、共通の目標に向かっ

てお互いに職責を果たす体制づくりに

積極的に参加することが大切である。 

 

(4) 学校評価 

平成19年６月に、学校教育法が改正さ

れ、学校評価の実施とそれに基づく改善、

学校情報の積極的な提供が新たに法律で

規定された。これを受け、同10月、改正学

校教育法施行規則が公布され、学校評価

については、①自己評価の実施とその結

果の公表の義務化、②学校関係者評価の

実施とその結果の公表の努力義務化、③

自己評価の実施および学校関係者評価を

実施した場合、その結果の設置者への報

告の義務化が、法令上位置づけられた。こ

れらの法令改正等を踏まえ、文部科学省

において、平成20年１月にこれまでの「義

務教育諸学校における学校評価ガイドラ

イン」を小・中・高等学校、中等教育学校、

特別支援学校を対象とした「学校評価ガ

イドライン」として改訂が行われた。さら

に平成22年には、学校の第三者評価に係

る内容の追加が行われ、平成28年には、小

中一貫教育を実施する学校における学校

評価の留意点が反映された。 

県でも法令の改正に伴い、平成20年４

月、県立学校管理規則に学校評価の規定

を設け、具体的取組内容を定めた「県立学

校に係る学校評価の実施基準」を策定し、

平成21年１月各県立学校に通知した。今

後は、子どもたちの資質・能力の育成や

「カリキュラム・マネジメント」と関連づ

けながら、各県立学校に設置された「開か

れた学校づくり委員会」の機能を活用し、

自己評価、学校関係者評価双方を学校評

価の流れに位置づけ、これらの実施・公

表・報告に取り組むことを通して、教育活
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動の組織的・継続的な改善を図るととも

に、学校・家庭・地域の連携協力による学

校づくりを推進する。 

 

(5) 学校評議員制度の導入 

平成12年に学校教育法施行規則の一部

が改正され、学校評議員制度の導入が図

られた。これは、校長が保護者や地域の

人々の意見を幅広く聞き、学校運営に関

し、保護者や地域住民の意向を把握・反映

しながらその協力を得て、学校としての

説明責任を果たしていくことができるよ

うにするためのものである。 

学校が、児童生徒の実態や地域の実情

に応じた、特色ある学校づくりを展開す

るとともに、学校教育目標の具現を目指

すために、学校、家庭、地域が連携協力し

一体となった体制が必要不可欠である。

そのためにも地域に開かれた学校づくり

の一層の推進が求められている。 

  

(6) コミュニティ・スクールの導入 

コミュニティ・スクールとは、地方教育

行政の組織及び運営に関する法律（以下

「地教行法」という。）第47条の５に規

定する保護者や地域住民等が、一定の権

限と責任を持って学校運営に参画する仕

組みである「学校運営協議会」を置く学校

のことである。 
平成16年の地教行法の改正により制度

化され、その後、平成29 年の地教行法改

正により、学校運営協議会の設置（コミュ

ニティ・スクールの導入）を教育委員会の

努力義務とされた。 

学校運営協議会では、「学校運営の基本

方針の承認」、「学校運営に関する意見」、

「教職員の任用に関する意見※」という

３つの権限を有している。 

学校運営協議会の協議事項である「学

校運営への必要な支援」を実現するため

には、学校運営協議会での協議内容に基

づいた活動が行われるよう「地域学校協

働活動（地域と学校がパートナーとして、

共に子供たちを育てるために行う活動）」

との連携・協働が重要になる。このため、

「地域学校協働活動推進員」をつなぎ役

として教育委員会が学校運営協議会と地

域学校協働活動の両取組を相乗的に、そ

して一体的に推進していくことが効果的

である。 
※地教行法では「教育委員会規則に定める

事項」としており、千葉県教育委員会規則

では、「特定の個人に関する事項を除く」と

している。 
 

(7) 人事評価制度 

千葉県教育委員会では、平成 23 年度か

ら教職員の能力開発・人材育成及び学校

組織の活性化を目的にした目標申告と業

績評価からなる人事評価制度を導入して

きた。平成 26 年５月 14 日付で地方公務

員法の一部改正があり、人事評価制度が

法令上も明確に規定され、これを任用、給

与、分限その他の人事管理の基礎とする

ことが明確となった。また、この改正で、

職員がその職務を遂行するに当たり発揮

した能力及び挙げた業績を把握した上で

行われる人事評価制度を導入することが

定められた。 
これを受けて、評価に際しては、「目標

申告シート」により、目標を達成するにあ

たり挙げた実績を評価し、「職務能力発揮

シート」により、職務遂行の過程において

発揮した能力を評価することとした。 

教職員は、年度当初に、校長が定める当

該年度の学校教育目標（重点目標）等と関

連させて自ら個人目標を設定し、「目標申

告シート」に記入するとともに、「職務能

力発揮シート」の標準職務遂行能力と評

価の着眼点を職種ごとに確認する。「目標

申告シート」の評価項目は、「職務能力発

揮シート」の評価項目（倫理・規律遵守・

研修は除く）と連動させ、力を入れたい研

修や特別な業務がある場合には項目を追
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加してもよい。学校教育目標を教職員間

で共有することにより、学校の使命・果た

すべき役割等取り組むべき方向が明確と

なり、教職員が一丸となった教育実践が

可能となる。 

５月中に本年度の目標及び具体的手立

て等を記入、提出後、校長（状況に応じて

副校長・教頭）と当初面談を行い、設定し

た目標が適切であるか否かを含めよく話

し合い、管理職から必要な指導・助言を受

ける。 

個人目標の遂行状況や達成状況等及び

標準職務遂行能力の発揮状況を中間申告

（７月～９月）、最終申告（１月～２月）

までに自己評価し、提出する。年度途中で

個人目標の進捗状況、目標達成に向けた

方向性の適否等を確認することは、年度

の後半に向けて、自らの目標の達成に見

通しを立て、計画的に取り組んでいくた

めに大切となる。さらに、年度末には、設

定した目標の達成度、能力の発揮度を自

己評価し、「目標申告シート」及び「職務

能力発揮シート」を提出した後、校長等と

最終面談を行う。教職員は面談を通して

受けた指導・助言の内容や自己評価した

結果を次年度の個人目標の設定や今後の

職務の改善に生かし、自らの職務能力の

向上に結び付けることが大切である。 

ア 評価者は、第一次評価者が副校長又は

教頭、第二次評価者が校長となる。評価

項目ごとに評価が行われ、第二次評価者

が業績評価と能力評価を基に総合的に評

価する。公正・公平な評価となるため

に、評価者と面談する機会が設けられ、

適切な指導・助言がなされることとな

る。 

イ また、評価者による授業観察や観察・

指導記録に記録された事実に基づいて、

職員の職務遂行の状況や達成状況が評価

される。 

ウ 業績評価、能力評価は、絶対評価で行

われ、その評価は「公立学校職員の人事

評価開示要領」に基づき、評価結果が開

示され、校長より評価についての説明及

び再説明がおこなわれる。 

エ 校長から再説明を受けても、能力総合

評価・業績総合評価及び総合評価の結果

に納得できない職員は、「人事評価に係る

苦情の申出及び取扱いに関する要綱」の

規定に基づき、教育委員会に苦情の申出

を行うことができる。 

オ 当該年度の人事評価結果は、次年度の

昇給、勤勉手当に反映される。 
なお、令和７年度より県立学校及び対

象の市町村立学校において、教職員人事

評価の電子システムを導入することとし

た。 

 

２ 教職員の職務 
 

(1) 校長の職務 

校長は、学校という教育機関の長であ

る。校長の職務は、学校教育法第37条第４

項（他校種に準用する。以下｢準用｣とい

う｡）に「校長は、校務をつかさどり、所

属職員を監督する。」と規定されている。

ここでいう校務とは学校全体の仕事を指

すものであり、校長は校務を所属職員に

分担させ（教員にとっては、分担を命じら

れた仕事は、各自の職務（職責が生じたこ

と）であり、誠実に責任を持って遂行しな

ければならない。）、これらの業務を統括

し、最終的に責任を負うことになる。校長

の処理する校務には、当然、個々の法令に

規定されたもの（指導要録の作成、生徒の

懲戒、卒業証書の授与、入学・転学の許可

等）や教育長から委任されたもの、教育委

員会から命ぜられたもの等も含まれる。 

「所属職員を監督する」とは、職員に分

掌させた校務が適切に行われているか、

あらかじめ定められた方針や計画に従っ

て行われているか、法令に違反しないか

等、職員の職務上のことについて、監視、

許可承認及び指揮等を行うことである。 
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また、公立学校の職員は公務員として

の身分を有するから、公務員としての服

務規律に従い校務を処理しているか、公

務員としての義務を遵守しているかどう

か等、身分上の監督も校長の職務である。 

 

(2) 副校長及び教頭の職務 

副校長の職務は、学校教育法第37条第

５項（準用）に「副校長は、校長を助け、

命を受けて校務をつかさどる。」と規定さ

れている。本県においても、いくつかの学

校において副校長が置かれている。 

教頭の職務は、学校教育法第37条第７ 

項（準用）に「教頭は、校長（副校長を置

く小学校にあっては、校長及び副校長）を

助け、校務を整理し、及び必要に応じ児童

（生徒）の教育をつかさどる。」と規定さ

れている。 

また、同法同条第６項及び第８項（準 

用）には、副校長及び教頭による校長の職

務の代理・代行について規定されている。

このように、副校長及び教頭には校長が

つかさどる校務に関して直接に補佐する

責任と、校長の職務を代理・代行する権限

が法律上付与されており、この意味で管

理監督の地位にあるものである。 

 

(3) 主幹教諭の職務 

主幹教諭の職務は、学校教育法第37条

第９項（準用）に｢主幹教諭は、校長（副

校長を置く小学校にあっては、校長及び

副校長）及び教頭を助け、命を受けて校務

の一部を整理し、並びに児童（生徒）の教

育をつかさどる。｣と規定されている。 

校長のリーダーシップのもと、組織的・ 

機能的な学校運営を推進するとともに、

教員が童生徒と向き合う時間を拡充する

ため、本県においても、平成26年度から、

すべての学校種に主幹教諭が配置されて

いる。 

 

(4) 教諭・養護教諭・栄養教諭の職務 

教諭の職務は、学校教育法第37条第11

項（準用）に「教諭は、児童（生徒）の教

育をつかさどる。」と規定されており、校

務分掌上で児童生徒の指導に携わるとい

う仕事（教科、特別活動、校外生活の指導

等）が職務の中心となる。しかし、この他

の学校運営上校長の命じたものはもちろ

んのこと、指導の準備と整理、研修、保護

者面談、学級（ホームルーム）事務等に携

わることも大切な職務であるといえる。 

養護教諭の職務は、同法同条第12項（準

用）に「養護教諭は、児童（生徒）の養護

をつかさどる。」と規定されており、児童

生徒の養護に携わる仕事が中心となるが、

他の教諭と同様に校長が命じた他の校務

にも携わる。 

栄養教諭の職務は、同法同条第13項（準

用）に「栄養教諭は、児童（生徒）の栄養

の指導及び管理をつかさどる。」と規定さ

れており、学校給食において摂取する食

品と健康の保持増進との関連性について

の指導が中心となるが、他の教諭と同様

に校長が命じた他の校務にも携わる。 

 

(5) 事務職員等の職務 

事務職員の職務は、学校教育法第37条

第14項（準用）に「事務職員は、事務をつ

かさどる。」と規定され、また、学校教育

法施行規則第82条に「事務長は、校長の監

督を受け、（中略）事務を総括する。」と

規定されており、学校の教育活動が円滑

に行われるための援助・促進の機能を果

たしている。 

学校用務員（学校技能員）の職務は、学

校教育法施行規則第65条（準用）に「学校

用務員は、学校の環境の整備その他の用

務に従事する。」と規定されている。 
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３ 校務分掌 
 

(1) 校務分掌の意義 

学校は、学校教育目標の達成を目指し、

生徒の教育を行う機関である。これまで

述べてきたように、学校教育の責任者は、

校長であり、校長の職務は「校務をつかさ

どり、所属職員を監督する。」ことである。 

この職務の一部を所属職員に分担させ

る組織として校務分掌がある。 

校務分掌の整備については、学校教育

法施行規則第43条（準用）に「小学校にお

いては、調和のとれた学校運営が行われ

るためにふさわしい校務分掌の仕組みを

整えるものとする。」と規定されている。 

学校は、教職員の協力を通じて共通の

目標を達成するものであり、そのために、

校長は全校の教育活動を機能的に分割し、

組織づけ、その部門ごとの仕事の内容や

処理方法、手順を明確にすることが大切

である。 

すなわち、校務分掌とは、校長が学校の

教育活動全体を見通し、それを機能的に

分割・整理し、組織化を図った上で、各部

門の仕事の内容や、処理方法、手順等をあ

らかじめ関係職員に示したものであると

いえる。 

各職員は、分担を命じられた校務分掌

については、その職務に熟知し、責任を持

ってこれを処理する事が大切である。 

 

(2) 校務分掌の組織と内容 

校務分掌は校長が定め、所属職員に分

担させるものであるが、それは校種別、学

校の規模、職員構成等、学校の諸条件に左

右され一様ではない。また、同じ学校でも

校長の経営方針、その他必要に応じて工

夫されるものであるから、年度によって

変わることもある。 

校務分掌組織は、一般的には職員会議、

運営委員会（企画委員会）、教科、学年、

部（教務、生徒指導、進路指導、管理、保

健衛生、総務渉外、図書、事務等）、特別

委員会等で構成されている。 

これらの各委員会、各学年、各部等に校

長の校務を分けることにより、各部門そ

れぞれの分担する校務の内容や責任が明

確化され、主任などを中心に効率的な校

務運営が図られる。 

設置すべき主任として、教務主任、学年 

主任（２以上の学級からなる学年に）、保

健主事、生徒指導主事、進路指導主事、学

科主任（２以上の学科を置く学校には、専

門教育を主とする学科ごとに）、農場長

（農業に関する専門教育を主とする学科

又は農場を有し、かつ、総合学科を置く学

校に）、寮務主任及び舎監（寄宿舎を設け

る学校に）が挙げられ、この他、必要に応

じ、校務を分担する主任を置くことがで

きる。 

さらに、これらの主任の職務について

は学校教育法施行規則に規定されており、

例えば、教務主任については、「教務主任

は、校長の監督を受け、教育計画の立案そ

の他の教務に関する事項について連絡調

整及び指導、助言に当たる。」と規定され

ている。これを受け、教務主任は校長、副

校長、教頭の指示を受け当該校の教育計

画の立案・実施・評価、時間割の調整、教

科書・教材の取扱い等、教務に関する事項

について、教職員間の連絡・調整や関係職

員に対する指導助言に当たる。 

このように、主任は学校運営上、校務の

教育指導面に携わるものであることを制

度的に明確にするとともに、従来ともす

れば校内の管理面が重視されていた傾向

に対し、教育指導面の重視を図り調和の

とれた学校運営を行おうとするために設

けられたものといえる。 

また、学級数12以上の学校には、学校図

書館に関する職務をつかさどる学校図書

館法で規定する司書教諭を置くこととさ

れている。 
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校務分掌では、その分掌の「責任」と「権

限」の範囲が問題になる場合がある。 

分掌上の「責任」とは、一般的には分掌

上の上位者から割り当てられた仕事を最

善、的確に遂行するという意味である。 

これに対し、「権限」とは、その責任を

遂行するために必要な事項を自分で決定

し、行使することの法規上の能力を示し

ている。 

校務分掌は「校長の職務を補助執行す

る」ために校長から教職員に命じられた

ものであるから、その命じられた職務に

ついての「責任」と「権限」には自ら制限

がある。それは、特定の事務を処理するこ

とを委任された範囲内での「責任」と「権

限」である。すなわち、すべて校長の指揮・

監督のもとでの「責任」と「権限」である

といえる。 

 
(3) 分掌遂行上の留意点 

校務分掌について、その意義や内容に

ついて述べてきたが、自分に課せられた

校務分掌を処理する上での留意点を以下

に挙げる。校務分掌の遂行に当たっては、

校務分掌のすべてが児童生徒の教育のた

めにあることを自覚し、常に主任と連絡

を取り、必要に応じて校長、副校長、教頭

に報告し、指導助言を受け、確かな校務の

遂行となるよう努力したい。 

ア 分掌する校務については、学校全体の

目標や方針を踏まえた上で、自分の分担

する役割を明確に把握する。 

イ 事業の計画・実施に当たっては、関係

者との十分な連絡を図ってから行う。 

ウ 同じ分掌の他の職員と協力し、相手の

意見や提案を尊重し、お互いの分担内容

をはっきりさせ、自己の分担についてそ

の責任を果たす。 

エ 分掌している校務の問題事項の把握

に努め、常にその改善を図る。 

オ 実施後は、事業の目標や計画に照らし

て反省評価し、改善点等、次年度へ向け

ての課題とする。 

カ 事業記録をきちんと行い、次年度への

資料とするとともに、その保存を図る。 

 

 

 

 

 

４ 職員会議 

(1)  職員会議の性格 

学校教育法施行規則で、職員会議の意

義・役割は明確に規定されている。本県に

おいても各学校種の管理規則等で職員会

議について、次のように規定している。 

ア 学校には、校長の職務の円滑な執行 

に資するため、職員会議を置く。 

イ 職員会議は、校長が主宰する。 

ウ 前各項に規定するもののほか、職員会

議の組織運営について必要な事項は、校

長が定める。 

このように職員会議は、校長の職務の

円滑な執行を補助するものとして位置付

けられるものである。校長には、職員会議

について必要な一切の処置をとる権限が

あり、校長自ら職員会議を管理し運営す

るものである。 

 

(2) 職員会議の機能 

職員会議の機能はおおむね、次の三つ 

にまとめることができる。 

ア 学校運営に関する校長の方針や学校

の管理機関である教育委員会の指示事

項を職員に伝達すること。例えば、新年

度における校長の教育方針及び教育委

員会などからの重要指示並びに、伝達

事項等の周知徹底を所属職員に図るこ

とである。 

イ 学校運営が円滑に行われるように校

長が必要と認めた事項について意見交

換を行うこと。例えば、教育課程の編成、

学校行事の計画や運営、生徒指導など

ホウ   レン   ソウ 

報告・連絡・相談 
が大事 
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について、職員の意見を聞き、校長が職

務を執行する際の参考とすることであ

る。 

ウ 職員相互の連絡・調整を図ること。こ

れは、学校を一つの統一体として考え、

全職員が熟知していなければならない

事柄についての報告や意見交換を行い、

職員間の意思疎通・共通理解の促進を

図ることである。 

 

(3)  職員会議参加の心構え 

職員会議は、学校における諸問題につ

いて、意見を交換し、連絡・報告を受ける

重要な場である。教育方針等の重要な指

示・伝達事項等について十分理解をした

上で、以下のような心構えで会議に臨み

たい。 

ア 予告された会議事項については、事前

に十分検討し、必要な会議資料等の準備

をする。 

イ 定刻には必ず着席する。 

ウ 会議においては、他の人の意見を良く

聞き、自分の考えとの相違点はどこか、

どうすれば最善かを常に念頭に置く。 

エ 会議の原案の趣旨・理念等を十分理解

し、その場での思いつきの発言でなく、

具体的・建設的な意見を述べるよう心掛

ける。 

オ 職員会議の内容を整理し、資料の保存

を工夫する。 

カ やむを得ず会議に欠席した場合には、

会議録等から会議の内容を把握し、必要

な場合には、担当者等からの説明を受け

る。 

キ 職員会議で知り得た内容・情報（配付

資料も含む）・経過等について、教職員と

しての守秘義務は、厳守する。 

ク 会議の決定事項については、自説にこ

だわらず、積極的に協力する。 

 

 

 

５ 学級経営 
─教育目標達成のための 
 中心的な教育実践の場として─ 

学校では教育目標達成に向けて、各教科、道

徳、特別活動及び総合的な学習の時間等全ての

教育活動が展開される。その中心的な実践の場

の一つが「学級経営」である。 

 

(1) 学級・学級経営とは 

「学級」とは、「同学年を原則とする児

童生徒で編制された単位」である。児童生

徒にとっては、学習と生活の拠点であり、

学級担任にとっては、担任の創意に満ち

た教育実践の場である。 

「学級経営」とは、学級の児童生徒に対

する教育効果を上げるために、学級担任

が行う条件整備（人的・物的）・運営であ

る。  

この「人的な条件整備」と「物的な条件

整備」は学習指導や生徒指導で緊密に関

わり、時には一体となって機能するもの

である。 

学級の児童生徒の人間関係づくりや学

級組織の編成などを主とするのが「人的

な条件整備」である。互いに認め合い協力

できるような指導・支援などが考えられ

る。教材や教具、学級環境などの整備を主

とするのが「物的な条件整備」である。力

を十分に発揮できるような支援などが考

えられる。この二つが相乗的に機能する

ことで、最大限の教育効果が期待できる。 

学級経営は、学校の全ての教育活動の

基礎であるといえる。 

 

(2) 学校経営・学年経営と学級経営との関

連 

ア 学校経営と学級経営 

既に述べたように、学校教育目標を具

現化するための計画的・組織的な営みが

学校経営であり、全教職員は自らの職務

を踏まえて、一致協力して児童生徒の教
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育に当たらなければならない。したがっ

て、学級担任は学校教育目標を理解し、

その具現化を図る方策を踏まえて、どの

ように学級の条件整備・運営をしていく

か考えることが大切である。担任が創意

工夫をして、主体的に経営を進めること

は必要であるが、それはあくまでも学校

の教育目標の具現化に向けての創意工

夫であり、主体性である。 

イ 学年経営と学級経営 

「学年経営」とは、学校教育目標の具

現化に向けて、児童生徒（各学年）の発

達段階や実態を踏まえた学年としての

位置付けをし、学年主任を中心に集団と

して高めていく営みである。したがって、

学級担任は、学年経営の方針も踏まえて

学級経営に取り組むことになる。 

学年経営においては、児童生徒一人一

人の個性や学級担任の創意工夫を尊重

しながらも、学年全体としての整合性を

図ることが求められる。方針や運営方法

について共通理解し協力体制をとるこ

とで、効率的、効果的な学年経営、学級

経営が可能になる。 

また、遠足、文化祭、修学旅行、保護

者会など学年を単位として実施される

ものは、学年内教師のそれぞれの特性を

生かしながら協力して実施しなければ

ならない。 

 

(3) 学級経営案 

ア 学級経営案の意義 

学級経営案は、学級担任が自分の担任

する学級を集団として高めていくとと

もに、一人一人の児童生徒を１年間で伸

ばしていくための基本計画である。この

計画を担任が立案することには大きく

二つの意味がある。 

(ｱ) 単なる思いつき・独断、そして無計

画な経営を排し、明確な目標の下に

１年間を見通した知・徳・体の調和の

とれた学級経営を行うことができる。 

(ｲ) 学校経営―学年経営の体系上に位

置付けることで効果的・組織的な教

育活動が可能になる。 

イ 学級経営案の形式と内容 

学級経営案の形式と内容は、学校の実

態や規模、校種等によって違いがある。 

ここでは経営案を作成するにあたり、

一般的に必要と思われる内容・項目を示

す。 

(ｱ) 学級経営方針 

自分が担任する一人一人の児童生

徒をどのように育てたいか、学級経

営の方針とビジョンを示す。 

(ｲ) 学級の児童生徒の実態及び傾向 

学級の児童生徒の実態及び傾向を

とらえるためには、ａ．地域性 ｂ．

家庭環境 ｃ．学級の雰囲気 ｄ．一

人一人の児童生徒の状況などから考

察する必要がある。特にｄ．について

は、児童生徒の学習状況や生活面等

について把握をしておくことが大切

である。 

(ｳ) 学級経営の目標 

学校・学年経営目標を踏まえ、(ｲ) 

学級の児童生徒の実態及び傾向を基

に、目指す児童像・生徒像を具体的に

設定することが望ましい。 

(ｴ) 各教科・領域等の経営 

学級経営案の中では、学級経営の

方針を教科や各領域等の学習の中で

どう具現化していくか、その方針を

おさえておく。 

詳細については、学級経営案とは

別に各教科・領域毎に経営計画等を

作成する。 

(ｵ) 学級の環境や施設 

人間関係等の人的環境、教室内及

び学級園等の物的環境について、学

習を効率的なものにするための年間

計画や各月の具体的な計画を立てる

ことが必要となる。 

(ｶ) 保護者との連携・協力 
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学級経営を推進していくためには

保護者との連携・協力が不可欠であ

る。信頼関係を築いていくために取

り組む事柄を考える。 

(ｷ) その他 

家庭訪問計画、清掃指導計画、他

学級との連携、学級独自の計画等は、

適宜項目を設けて経営計画を作成

する。 

ウ 学級経営案の作成から実践評価へ 

学級経営案は、あくまでも「計画」で

ある。したがって、学級経営の結果を記

録しながら定期的に進捗状況を把握し、

必要ならば改善して、より望ましい学級

経営計画としていくことが大切である。 

 

(4) 学級担任と諸事務 

ア 学級担任の諸事務の意義と内容 

学級担任の仕事は、教科指導など児童

生徒に直接かかわるものと、施設・設備

の管理・維持など児童生徒に間接的にか

かわるものに大別できる。 

後者に属し、学級担任として学級の児

童生徒を対象にして行うものが「学級事

務」である。 

(ｱ) 学級事務の内容 

担任が行う学級事務は大変多い。

特に、年度始めと年度末に集中する。

学校によって内容が異なるが、主た

るものを挙げると次のとおりである。 

年度当初に行うもの 

児童生徒の確認、児童生徒の名簿

作成、出席簿作成、指導要録の整理

と作成、健康診断票の整理と作成、

時間割表の作成、抄本の整理、教科

書や副読本の確認、児童生徒個票や

調査表の整理（調査集計及び分析）、

教室環境の整備（座席、ロッカー、

採光等） 

 

 

 

定期的に行うもの 

出席簿の記入及び月末統計、通知

表(票)や成績表の作成、家庭訪問や

教育相談の実施計画立案、健康安全

点検・管理、備品管理、集金事務、

学級だより発行等 

随時行うもの 

教室環境の整備、転出入の手続

き、就学援助の手続き等 

年度末に行うもの 

指導要録の整理、成績一覧表及び

関連資料の作成、諸公簿の整理、受

験事務、掲示物の撤去、備品整理、

諸会計の報告、次年度への引き継ぎ

事項の整理等 

(ｲ) 学級事務遂行上の心構え 

私たちが毎日学校で教育という仕

事を進めるときに、事務処理につい

て常に心がけたいことは、次の５点

である。 

ａ 計画綿密 

仕事に追われないように常に先

を見通して計画を立てる。 

ｂ 迅速正確 

急いでいても、作成文書は管理

職・教務主任・学年主任に確認をと

る。 

ｃ 工夫改善 

「前年（例年）どおり」の計画で

はなく、常に児童生徒の実態に沿っ

た事務処理等に工夫改善を図る。 

ｄ 独断禁止 

学年主任や管理職に報告・連絡・

相談をこまめに行う。 

ｅ 記録保管 

提出物の控えを必ず保管してお

く。記録の日常的習慣化を図り、機

密保持に努める。 

(ｳ) 金銭徴収上の注意 

金銭の取扱いには、次の点に留意

して慎重の上にも慎重を期さなけれ

ばならない。 
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＊教育計画推進に当たり、各種費用

を児童生徒から徴収する場合は、

事前に必ず校長の承認と徴収方法

の指示を受けること。 

＊現金は金融機関に預けて、学校に

は絶対置かないこと。 

＊学期末、学年末には収支決算をし

て、校長の認印をもらうこと。その

後、保護者に決算報告書を配付し

て、求めに応じて、領収書・通帳等

開示できるように整理しておくこ

と。 

＊生活保護等によって就学援助を受

けている児童生徒からの金銭の徴

収については、人権的な配慮を忘

れないこと。 

イ 学級・学校事務の実際 

ここでは、随時行う事務である、転出

入に関する事務と就学援助に関する事

務を例として挙げる。 

(ｱ) 転出入に関する学級実務 

児童生徒の身分に関わることなの

で慎重に処理する。事務処理の仕方

の細部については市町村教育委員会

や各学校によって異なるので、ここ

ではほぼ共通して行うであろう転出

入に関する事務の概要について主な

ものを記述する。 

ａ 児童生徒が転出する場合 

＊保護者または児童生徒から転出

する旨の話を聞いたときは、事実

と内容（いつから、どこに転居す

るか）を保護者に確認する。 

＊転出する事実と内容を直ちに管

理職、学年主任、学籍係、養護教

諭、事務職員等に報告する。（在籍

児童生徒数や給食数に変更があ

り、集金事務も急がなくてはなら

ないため） 

＊転出する日には出席簿に転出処

理をし、転出する保護者に「在学

証明書」「教科書図書給与証明書」

を転出先の学校に持参するよう

に依頼する。 

諸会計精算、通知表等の返却を忘

れず行う。 

＊後日、当該児童生徒が転出した学

校から「転入学通知書」が届く。

当該の児童生徒は相手校に転入

学した日の前日まで自校に在籍

であることに注意する。 

＊担任（学籍係等他の職員が担当す

る学校もある）は転出先の学校に

以下の書類を速やかに郵送する。 

・校長の原本証明をした指導要録の

写し 

・健康診断票、歯の検査票 

・独立行政法人日本スポーツ振興セ

ンター加入証明書 

＊当該児童生徒の指導要録を、学級

の指導要録の最後に綴じこむ。 

＊個別の教育支援計画や個別の指

導計画を作成している場合は、必

ず本人や保護者の同意を得て、計

画（写し）を転出先の担当者等に

渡す。 

ｂ 児童生徒が転入する場合 

＊当該者の氏名を出席簿へ記入 

＊給食増員の連絡 

＊保健関係書類を養護教諭へ届け

る。 

＊新教科書給与の手続き 

＊当該児童生徒の指導要録の作成 

＊前在籍校から後日送られる指導

要録の写し等を綴じ込む。 

(ｲ) 要保護及び準要保護児童生徒の就

学援助に関する事務 

「経済的理由によって、就学困難

と認められる学齢児童又は学齢生徒

の保護者に対しては、市町村は、必要

な援助を与えなければならない」（学

校教育法19条）とあり、保護者から

この申請事務を依頼されることがあ

る。申請事務の詳細や留意点は担当
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職員からよく指導を受けて作成する。

この制度の概要、就学援助の範囲は

およそ以下のとおりである（市町村

によって若干異なる）。 

＊学用品費、通学用品費 

＊新入学児童生徒学用品費 

＊修学旅行費 

＊その他（通学費、給食費、医療費等） 

(ｳ) 服務に関する主な表簿の処理 

Ｐ47を参照のこと 

(ｴ) 教育活動に関係する主な表簿の処

理Ｐ48～Ｐ49を参照のこと 

 

６ 教員と研修 
(1) 教員にとっての研修 

ア 主な法律から 

教員の研修について、主な法律には次

のように示されている。 
（教育基本法 第９条） 

 法律に定める学校の教員は、自己の

崇高な使命を深く自覚し、絶えず研究

と修養に励み、その職責の遂行に努め

なければならない。（略） 

（教育公務員特例法 第21条） 

教育公務員は、その職責を遂行する

ために、絶えず研究と修養に努めなけ

ればならない。（略） 

以上のように教員には、研修すること

が義務付けられている。 
イ 社会の変化から 

「『令和の日本型学校教育』の構築を

目指して～全ての子供たちの可能性を

引き出す，個別最適な学びと，協働的な

学びの実現～(答申)」には「教職員の姿」

として「教師が技術の発達や新たなニー

ズなど学校教育を取り巻く環境の変化

を前向きに受け止め，教職生涯を通じて

探究心を持ちつつ自律的かつ継続的に

新しい知識・技能を学び続け，子供一人

一人の学びを最大限に引き出す教師と

しての役割を果たしている。 その際，子

供の主体的な学びを支援する伴走者と

しての能力も備えている。」とある。こ

うした姿を実現する手段として研修を

行う必要がある。 

 

(2) 研修の種類 

ア 職務として行う研修 

これは、職務として研修を行う場合で

あり、研修の内容が教職員の職務と密接

な関連があり、職務遂行のために必要な

資質能力の向上・育成を図ることを目的

とする。授業等学校運営への支障の有無

を配慮した上で、校長の職務命令により

行われるものである。 

イ 職務専念義務の免除による研修 

教員の場合、教育公務員特例法により、

授業に支障のない限り、職務専念義務を

免除され、研修を受けることができる。

この趣旨は、教員の職務の特殊性に基づ

き、職務としての研修のほかに教員の自

発的な研修を奨励するものである。通常

長期休業期間中に利用されることが多

いが、その内容は職務として行う研修に

準ずると考えるべきである。 

ウ 自主研修 

勤務時間外に行う自主的な研修のこ

とである。なお、教育公務員特例法では

勤務時間内外を問わず教育公務員は絶

えず研修に努めるべきであるとされて

おり、勤務時間外においても自主的研修

が期待されているところである。 

 

(3) 研修の機会・内容・方法 

教職員の研修は、校外研修、校内研修、

自己研修の三つに大別できる。 

ア 校外研修 

(ｱ) 県総合教育センター、県子どもと

親のサポートセンター、各市町村教

育委員会等主催の研修のことをいう。 
県総合教育センター等では、多く

の研修事業が用意されており、希望

や推薦により研修できる。また、初任

者研修などは、法律により研修が義
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務付けられている。 

(ｲ) 公開研究会 
文部科学省や県等が研究を指定し

た学校等で開催される研究会や、学

校独自に研究内容を設定し、自主的

に開催される研究会がある。教育実

践の姿がそのまま参観できるといっ

た特徴がある。 

 

イ 校内研修 

校内での研修には、次の三つの側面が

ある。 

(ｱ) 学校教育目標を達成するための計

画的な研修 

(ｲ) 先輩教職員や、同僚と接する中で 
の研修 

(ｳ) 毎日の教育実践の中での研修 
ウ 自己研修 

自己研修には自分に不足している分

野や領域を補うことを意図した研修と

自分の専門性や特性を伸ばす研修があ

る。 

 

(4) 千葉県の研修体系 

千葉県では、自ら学び続ける教職員育

成について下のような構想をもっている。 

 

 

 

 

 

 

第１段階については、令和４及び５年

度に改訂、あるいは策定された「千葉県・

千葉市教員等育成指標」に基づいて自分

の仕事や立場に合わせた目標・課題を自

分のものにする。ここには、教員が身に付

けるべき資質能力の６つ（幼稚園教諭等

は５つ）の柱と３つのキャリアステージ

に対応する目標が明記されている。 

第２段階では、「［令和５年８月改訂］

千葉県教職員研修体系」を参照されたい。

ここには各ステージにおける「目指す姿」

や「身に付けるべき資質能力」が記載され

ており、自分の目標、課題に合わせて、研

修を選択、受講する。 

第３段階では、教員自身が資質向上の

ため、意欲をもって学び続けることがで

きるよう、全国教員研修プラットフォー

ム Plant を活用し、研修履歴を振り返る

とともに、新たな課題を見付け、次の学び

を進めていく。 

これをスパイラル的に繰り返すことで、

教員の資質能力の向上を図り続けていく。 

 
≪参考・引用文献≫ 

・「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たち

の可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現

～(答申)」中央教育審議会 令和３年１月 

・千葉県・千葉市教員等育成指標 千葉県教育委員会 

令和４年８月校長の育成指標策定、教員の育成指標改訂 

令和５年８月養護教諭・栄養教諭・幼稚園等教諭・園長の育成 

指標策定 

・千葉県教職員研修体系 千葉県教員等育成協議会 令和５年

８月改訂 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第１段階  
  
第２段階  

 
第３段階  
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六

つ

の

柱

千葉県・千葉市が

求める教員像

ステージⅠ

【成長期】

(学級経営、担当教科指導等)

学級・教科担任等としての

自覚と資質能力の向上

ステージⅡ

【発展期】

（学年経営、校務分掌主任等の

ミドルリーダー）

ミドルリーダーとしての

自覚と資質能力の向上

ステージⅢ

【充実期】

（学校運営等、職員全体へ

指導・助言）

チーム学校をリードする

自覚と資質能力の向上

1

使命感　責任感

教育的愛情  高い倫理観

コンプライアンス

服務規律の遵守

教職の意義

教員の役割

教職への意欲

課せられる義務等

2
社会性

コミュニケーション能力

3

社会の変化への対応

広い視野

学び続ける意欲

4 教職に関する教養

教育の理念、歴史、思想

社会的・制度的・経営的事項

等についての基礎的知識（選

択）

5 教科等についての専門性

学習指導要領、幼稚園教育要

領に示された教科領域の目

標、ねらい、内容

6
授業実践

指導技術

基礎的な学習指導理論や発達

や学びの過程

指導技術

具体的な授業設計や保育を構

想する方法

7

子供の発達過程や特徴の理

解と信頼関係の構築

生徒指導

子供の心身の発達の過程、特

徴

生徒指導の意義及び原理、生

徒指導の進め方

8
教育相談

個別指導

学校における教育相談の意義

及び理論

教育相談を進める際に必要な

基礎的知識

9
人権教育の推進

生徒指導上の課題への対応

人権教育の理念

理念に基づく、いじめ等の生

徒指導上の課題に対する適切

な対応の在り方

10
キャリア教育

進路指導

意義及び理論、指導の在り方

等

11 教育課程の管理・運用

各学校で編成される教育課程

についての意義及び編成の方

法

各学校の実情に合わせてカリ

キュラム・マネジメントを行

うことの意義

12 校務分掌と連携・調整
指導以外の校務を含めた教員

の職務の全体像

13
家庭や地域、関係機関等と

の連携・協働

取組事例を踏まえた家庭・地

域との連携、協働の仕方

学校の担う役割が拡大する

中、内外の関係機関との連

携、分担して対応することの

必要性

14 研修（研究）体制
研究と修養の必要性

資質能力の向上の必要性

15
特別な配慮や支援を必要

とする子供の理解

特別な配慮や支援を必要とす

る子供の特性及び発達の理解

16 学習上・生活上の支援
学習上・生活上の支援に関す

る知識や方法

17
学習指導に関するＩＣＴ

利活用

情報活用能力の育成

ＩＣＴを活用した教科の指導

法

18
生徒指導に関するＩＣＴ

利活用
ICTを活用した子供の支援

19 ＩＣＴによる校務効率化

情報機器の操作

情報機器の活用に関する理論

及び方法

ICTを活用した校務の推進

D
 
チ
ー

ム
学
校
を
支
え
る
資
質
能
力

カリキュラム・マネジメントの意義を理解し、教科等横断的な視点や教育課程の評価、人的・物的

な体制の確保・改善等の観点を持って、組織的かつ計画的に教育課程を編成・実施し、常に園・学

校の実態に応じた改善をしている。

学校組織マネジメントの意義を理解した上で、限られた時間や資源を効率的に用いつつ、学校運営

の持続的な改善を支えられるよう、校務に積極的に参画し組織の中で自らの役割を果たしている。

C
 
生
徒
指
導
等
に
関
す
る

実
践
的
指
導
力

子供の心身の発達の過程や特徴を理解し、一人一人の状況を踏まえながら、子供との信頼関係を構

築するとともに、可能性や活躍の場を引き出す集団作り（学級経営）をしている。

家庭や地域、就学前から高等教育までを通した異校種間及びその他の関係機関との連携・協働に努

め、地域とともにある学校づくりに取り組んでいる。

研修履歴の記録を基に、自らの学びを振り返り、研修（研究）における成果と課題を把握するとと

もに、教員としての資質能力の向上を図るために必要な研究と修養に努めている。また、校内研修

を教員同士の学び合いの機会として捉え、積極的に参加している。

人権教育の理念のもと、いじめ、不登校、情報モラル等生徒指導上の課題に対し、他の教職員、保

護者、関係機関等との連携を図りながら、子供に対し適切に指導している。

F

 

Ｉ

Ｃ

Ｔ

や

情

報

・

教

育

デ
ー

タ

の

利

活

用

等

学校におけるICT利活用の意義を理解し、学習指導等にICTを効果的に活用するとともに、子供の情

報活用能力（情報モラルを含む）を育成するための授業を実践している。

教育相談、いじめや不登校等の対応、子供の特性に応じた支援等にICT（遠隔・オンライン教育を

含む）を効果的に活用している。

ＩＣＴは学校教育を支える基本的なツールとして必要不可欠なことを理解し、教育データの蓄積・

分析・利活用等を通して、校務の効率化を進めている。

※千葉県・千葉市教育等育成指標は、千葉県教育委員会ホームページに掲載しております。

各教科等においてそれぞれの特質に応じた見方・考え方を働かせながら、資質能力を育むために必

要となる各教科等の専門的知識を身に付けている。

子供の心身の発達の過程や学習過程に関する理解に基づき、子供たちの「主体的・対話的で深い学

び」の実現に向けた授業改善を行うなど、「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実

に向けて、学習者中心の授業を創造し、実践している。

特別な配慮や支援を必要とする子供の特性等を理解し、きめ細かく支援するために、子供一人一人

の教育的ニーズを把握している。

他の教職員、保護者、関係機関等と連携しながら、特別な配慮や支援を必要とする子供の教育課程

の編成について適切に対応し、誰一人取り残すことのない個別最適な学びの実現を図っている。ま

た、状況に応じた生活上の支援を工夫している。

キャリア教育や進路指導の意義を理解するとともに、県の産業構造等を把握し、地域・社会や産業

界と連携しながら、園・学校の教育活動全体を通じて、子供が自分らしい生き方を実現するための

力を育成している。

Ⅰ　千葉県・千葉市教員等育成指標

教育相談の意義や理論を理解し、子供一人一人の課題の解決に向け、個々の悩みや思いを共感的に

受け止め、園・学校生活への適応や人格の成長への支援をしている。

千葉県・千葉市教員等育成指標～信頼される質の高い教員等の育成を目指して～

教員の資質向上に関する指標

構成要素 養成段階
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○人間性豊かで、

教育愛と使命感に

満ちた教員

○高い倫理観を持

ち、心身共に健康

で、明朗、快活な

教員

○幅広い教養と学

習指導の専門性を

身に付けた教員

○幼児児童生徒の

成長と発達を理解

し、悩みや思いを

受け止め、支援で

きる教員

○組織の一員とし

ての責任感と協調

性を持ち、互いに

高め合う教員

教員としての職務に対する使命感、責任感、教育的愛情を持ち、教職に対する強い情熱を持ってい

る。また、教育公務員として高い倫理観と不祥事根絶への意識を持ち、服務規律を遵守し、公正に

職務を遂行している。

広い視野

学び続ける意欲

コミュニケーション能力

豊かな人間性や人権意識を持ち、他の教職員や子供、保護者、地域住民等と、自らの意見も効果的

に伝えつつ、円滑なコミュニケーションを取り、良好な人間関係を構築している。

教育を取り巻く環境の変化を前向きに受け止め、教職生涯を通じて探求心を持ちつつ自律的かつ継

続的に新しい知識・技能を学び続けている。

教育に関し、社会的・制度的事項やその意義、歴史等について理解するとともに、最新の動向に関

し情報を収集している。
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７ 学校とＰＴＡ 
 

(1) ＰＴＡ活動 

ＰＴＡ（Parent-Teacher Association）

とは、昭和22年に文部省（現文部科学省）

が「子供たちが正しく健やかに育ってい

くには、家庭と学校と社会とが、教育の責

任を分け合い、力を合わせて子供たちの

幸福のために努力していくことが大切で

ある。」との立場で奨励し、学校に組織さ

れた社会教育関係団体であり、原則とし

て各学校単位で組織されている。ＰＴＡ

（「保護者会」｢教師と父母の会」「後援

会」等と呼ぶ学校もある）は、この目的達

成のために、次のような活動を行ってい

る。 

○学校教育の理解と振興 
○家庭教育の理解と振興 
○児童生徒の校外における生活支援 
○地域における教育環境の改善と充実 
ＰＴＡは、保護者と教職員の両者が会

員である。子供の幸福な成長を願う保護

者と、健全な児童生徒を育成しようとす

る教職員が結びついての活動となってい

る。 

ＰＴＡ組織は各学校に結成されている

ＰＴＡ（「単位ＰＴＡ」という）同士が連

携し、市町村、県、更には全国レベルで連

合体を作り活動している。 

 

(2) ＰＴＡ活動と教職員 

子供の問題行動や不登校の増加に伴っ

て、学校と家庭・地域との連携が不可欠で

あるとの認識が深まり、ＰＴＡ活動の重

要性が見直されている。 

教職員も当事者としてＰＴＡ活動に参

加するにあたり、普段から以下のことを

心掛けるべきである。 

ア 学校教育（学級経営・保健室経営も含

めて）を家庭・地域に理解してもらう努

力をする。 

学校と家庭とで教育方針が違ってい

ては大きな教育効果は期待できない。家

庭訪問、学級・学年保護者会、学校だよ

り、学級だより、保健室だより等を積極

的に活用して学校教育への理解と協力

を得られるようにすることが大切であ

る。 

イ 家庭教育の重要性を理解し、家庭との

連携を図る。 

40人の子供には、40通りの家庭教育が

あり、家庭教育の抱える課題も様々であ

る。千葉県教育委員会作成の「学校から

発信する家庭教育支援プログラム」や文

部科学省が作成した「家庭教育手帳」（文

部科学省のホームページから入手可能）

などを活用して、課題解決のために家庭

と学校の役割について胸襟を開いて話

し合う機会を作ることが大切である。家

庭訪問や保護者からの電話相談への対

応などを通して、教職員は、保護者から

の信頼も得ることができるのである。 

ウ 「地域ぐるみの教育」を理解し、支援

する。 

下校後や長期休業中の子供の校外生

活は、子供たちの人間形成上大きな意味

を持つ。異年齢で構成される団体活動に

参加したり、地域の伝統的な行事に参加

したりすることは、子供の思いやりや協

調性、社会性、そして文化に対する興味

関心を培うよい機会である。 

休日の部活動などの取り組み方を工

夫し、それらの行事に子供が積極的に参

加できる手立てを学校として考えるこ

とが大切である。 

エ 教職員自らが自分の住む地域のボラ

ンティア活動等に積極的に参加する。 

教職員は学校の職員であると同時に

地域においては一人の地域人である。自

分の住む地域の活動にも目を向け、積極

的に地域活動にも取り組みたい。 

そうすることにより地域に対する理

解が深まり、勤務する学校においても、
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学級ＰＴＡはもちろんのこと、校務分掌

と関連する分野など、積極的にＰＴＡ活

動に関わることにつながるのである。 

 

(3) これからのＰＴＡ活動 

これからのＰＴＡ活動に大切な視点は、

次の２点と考えられる。 

第１は「学校教育に関わる学校の協働

プレイヤーとしてのＰＴＡ活動」である。

今日、学校教育が抱えている様々な問題

は、家庭・地域と学校がこれまでよりも一

層緊密になって子供の教育に当たらなけ

れば解決できない。これは、多くの識者が

指摘するところである。このため、子供の

健やかな成長を図るために、家庭・地域と

学校が連携・協働して、それぞれの役割を

果たすことが最も大切である。これから

のＰＴＡ活動においては、保護者と教職

員が連携を深める場を持ったり、お互い

に学び合ったりすることが必要である。

そして、学校は経営方針・状況・課題等に

ついて、保護者や地域に説明責任を果た

し、地域とともにある学校づくりを通し

て、地域の教育力を生かした特色ある学

校教育を展開することで子供の教育に直

接関わる「協働プレイヤー」として活動し

ていくことが必要である。 

第２は、「学校教育と社会教育の融合

（「学社融合」）のパイプ役としてのＰＴ

Ａ活動」である。 

学校のまわりに教育機関や青少年教育

団体があまりなかった時代もあったが、

今日、図書館、美術館、公民館、博物館等

の社会教育施設や児童相談所、また地域

の子供会、ボーイスカウト、ガールスカウ

ト等の団体が組織されている。 

教育基本法に「生涯学習の理念」が規定

された今、学校教育は子供にその基礎を

培うべく、家庭・地域と学校がそれぞれの

教育機能を発揮し、それぞれ重なる部分

は一体となって子供の教育に当たること

が重要となっている。 

「学社融合」が推進され、既に、県下の

各学校では国語科学習での教科担任と読

み聞かせボランティアサークル等との連

携、総合的な学習の時間での担任と公民

館職員等、社会科学習での教科担任と地

元商工会等との連携指導など、様々な取

組がなされている。 

各学校にある単位ＰＴＡの活動の一つ

として、学校・家庭・地域の既存の学習資

源を活用し、三者の連携・協働のパイプ役

として、役割を果たしていくことが一層

期待される。 
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